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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注)１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

 ４．第62期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計期間

第63期
第１四半期連結

累計期間
第62期

会計期間

自  平成22年
      12月１日
至  平成23年 
      ２月28日

自  平成23年
      12月１日
至  平成24年 
      ２月29日

自  平成22年
      12月１日
至  平成23年 
      11月30日

売上高 (百万円) 11,102 10,576 41,206 

経常利益 (百万円) 285 374 498 

四半期純利益 
又は当期純損失（△） 

(百万円) 101 60 △41

四半期包括利益 
又は包括利益 

(百万円) 293 243 △193

純資産額 (百万円) 13,831 13,366 13,234 

総資産額 (百万円) 47,984 45,690 43,853 

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
当期純損失金額（△） 

(円) 3.66 2.18 △1.49

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) － － －

自己資本比率 (％) 28.8 29.3 30.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

提出会社 

 
  

  

  
（１）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復旧、欧州債務不安の後退および

米国経済の回復期待並びにこれらを背景とした歴史的な円高からやや円安に転じたことなどにより、企

業の生産活動が上向き、緩やかな回復の動きが見られました。一方で、原油を中心とした資源価格の高

騰が新たな景気の下押しリスクとなるなど、先行き不透明な状況が続いています。 

  
このような状況のもと、当社グループは、積極的な販売に努めましたが、農薬事業における水稲除草

剤市場の流通在庫増加や、ファインケミカル事業の需要が引き続き低迷したことなどにより、全体の売

上高は105億７千６百万円（前年同期比５億２千６百万円の減少、同4.7％減）となりました。 

  
営業利益につきましては、売上高の減少に対し、農薬事業における売上原価率の低下や、広告宣伝費

等の販売費及び一般管理費が減少したことから、３億９千６百万円（前年同期比３千８百万円の増加、

同10.6％増）となり、経常利益は３億７千４百万円（前年同期比８千９百万円の増加、同31.2％増）と

なりました。 

 四半期純利益につきましては、法人税等の増加により、６千万円（前年同期比４千１百万円の減少、

同40.5％減）となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

契約締結先 契約内容 契約締結年月日 有効期間

全国農業協同組合連合会 
平成24年度の農薬の売買価

格等を定めた契約 
平成24年２月27日

平成23年12月１日から平成24年11

月30日出荷分とする。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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報告セグメント別の概況は以下のとおりです。 

  
〔農薬事業〕 

農薬製品の国内販売は、水稲用育苗箱処理剤「Ｄｒ.オリゼフェルテラ」、「ファーストオリゼフェ

ルテラ」が伸長したものの、水稲用除草剤の流通在庫増加などにより減収となりました。一方、利益面

では売上原価率の低下や販売費及び一般管理費の減少により、増益となりました。この結果、本セグメ

ントの売上高は81億８千１百万円（前年同期比５億５千９百万円の減少、同6.4％減）、営業利益は４

億２千５百万円（前年同期比４千３百万円の増加、同11.3％増）となりました。 

  
〔ファインケミカル事業〕 

ファインケミカル製品の販売は、歴史的な円高と需要の低迷から、電子材料原料や樹脂添加剤等の受

注は低調に推移しましたが、医農薬中間体や防汚剤等の販売が増加し、増収となりました。しかしなが

ら、利益面では製造コストの増加などにより、減益となりました。この結果、本セグメントの売上高は

23億６千万円（前年同期比３千６百万円の増加、同1.5％増）、営業利益は１億３千９百万円（前年同

期比４千１百万円の減少、同22.8％減）となりました。 

  

（２）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は456億９千万円となり、前連結会計年度末比18億

３千６百万円の増加となりました。これは、農薬の需要期となる第１四半期の季節的変動による受取手

形及び売掛金等の増加が主な要因です。  

負債の残高は323億２千４百万円となり、前連結会計年度末比17億５百万円の増加となりました。こ

れは、未払費用の減少はありましたが、原材料購入等に伴う支払手形及び買掛金の増加および短期借入

金の増加が主な要因です。 

純資産の残高は133億６千６百万円となり、前連結会計年度末比１億３千２百万円の増加となりまし

た。これは、四半期純利益等によるものです。  

  
（３）事業上および財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、３億８千７百万円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 92,000,000 

計 92,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年２月29日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年４月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,985,531 29,985,531 
東京証券取引所
（市場第一部）

・権利内容に何ら限定のな
 い当社における標準とな 
 る株式 
・単元株式数 1,000株 

計 29,985,531 29,985,531 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年12月１日 
～ 

平成24年２月29日
― 29,985 ― 3,214 ― 2,608 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成23年11月30日の株主名簿により記載し

ております。 

① 【発行済株式】 

 
(注)「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含まれており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

  平成23年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 

2,389,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

27,219,000 
27,219 同上

単元未満株式 
普通株式 

377,531 
― 同上

発行済株式総数 
29,985,531 

  ― ―

総株主の議決権 ― 27,219 ―

 平成23年11月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
北興化学工業株式会社 

東京都中央区日本橋本石
町四丁目４番20号 2,389,000 ― 2,389,000 7.97 

計 ― 2,389,000 ― 2,389,000 7.97 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年12月１

日から平成24年２月29日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年12月１日から平成24年２月29日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 623 725

受取手形及び売掛金 13,275 14,808

商品及び製品 11,467 11,338

仕掛品 310 294

原材料及び貯蔵品 3,333 4,248

繰延税金資産 622 380

その他 398 210

流動資産合計 30,029 32,004

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,426 4,343

機械装置及び運搬具（純額） 3,743 3,606

土地 778 778

その他（純額） 381 427

有形固定資産合計 9,328 9,154

無形固定資産   

ソフトウエア 31 25

その他 360 357

無形固定資産合計 390 382

投資その他の資産   

投資有価証券 2,005 2,107

繰延税金資産 1,702 1,667

その他 412 388

貸倒引当金 △13 △12

投資その他の資産合計 4,106 4,150

固定資産合計 13,825 13,686

資産合計 43,853 45,690

― 8 ―



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年２月29日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,223 7,419

短期借入金 7,867 11,089

1年内返済予定の長期借入金 1,893 1,987

未払法人税等 115 66

未払費用 3,840 1,860

賞与引当金 － 199

その他 2,137 1,701

流動負債合計 22,075 24,323

固定負債   

長期借入金 4,637 4,010

退職給付引当金 3,713 3,804

資産除去債務 62 62

その他 132 125

固定負債合計 8,544 8,002

負債合計 30,619 32,324

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,214 3,214

資本剰余金 2,608 2,608

利益剰余金 8,062 8,012

自己株式 △993 △993

株主資本合計 12,892 12,841

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 633 752

繰延ヘッジ損益 1 11

為替換算調整勘定 △292 △239

その他の包括利益累計額合計 342 524

純資産合計 13,234 13,366

負債純資産合計 43,853 45,690
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

売上高 11,102 10,576

売上原価 8,634 8,186

売上総利益 2,468 2,390

販売費及び一般管理費 2,110 1,994

営業利益 358 396

営業外収益   

受取利息及び配当金 13 15

為替差益 － 42

受取手数料 19 1

その他 20 13

営業外収益合計 52 71

営業外費用   

支払利息 70 62

為替差損 25 －

その他 29 30

営業外費用合計 125 92

経常利益 285 374

特別利益   

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 3 －

特別利益合計 3 0

特別損失   

固定資産除却損 12 17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 65 －

特別損失合計 77 17

税金等調整前四半期純利益 212 357

法人税等 111 297

少数株主損益調整前四半期純利益 101 60

四半期純利益 101 60
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年12月１日 
 至 平成24年２月29日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 101 60

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 215 119

繰延ヘッジ損益 △3 10

為替換算調整勘定 △20 53

その他の包括利益合計 192 183

四半期包括利益 293 243

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 293 243

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりで

あります。 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用してお

ります。 

（法人税率の変更等による影響） 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年法

律第114号)および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措

置法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降に開始する連結会計年度

から法人税率の引下げおよび復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い繰延税金資産お

よび繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.43％から平成25年11月期から平成27年11月期まで

の連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.75％に、平成28年11月期以降の連結会計年度に解消

が見込まれる一時差異については35.37％となります。この税率変更により、繰延税金資産の純額が219百万円

減少し、法人税等調整額が160百万円、その他有価証券評価差額金が59百万円それぞれ増加しております。 

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年２月28日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年12月１日 
至 平成24年２月29日） 

減価償却費 446百万円 451百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月24日 
定時株主総会 

普通株式 110 4 平成22年11月30日 平成23年２月25日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年２月24日 
定時株主総会 

普通株式 110 4 平成23年11月30日 平成24年２月27日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年12月１日  至  平成23年２月28日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 
(注)１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおり

ます。 

２. セグメント利益の調整額△215百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△215百万円、未実

現利益の調整額０百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年12月１日  至  平成24年２月29日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 
(注)１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおり

ます。 

２. セグメント利益の調整額△177百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△177百万円、未実

現利益の調整額０百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注３)農薬事業

ファインケ
ミカル事業

計

売上高    

外部顧客への売上高 8,740 2,325 11,065 37 11,102 ― 11,102 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― 98 98 △98 ―

計 8,740 2,325 11,065 135 11,200 △98 11,102 

セグメント利益 382 180 561 12 573 △215 358 

  (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額  
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額  
(注３)農薬事業

ファインケ
ミカル事業

計

売上高    

 外部顧客への売上高 8,181 2,360 10,542 34 10,576 ― 10,576 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

― ― ― 98 98 △98 ―

計 8,181 2,360 10,542 133 10,674 △98 10,576 

セグメント利益 425 139 563 10 573 △177 396 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成22年12月１日 
至  平成23年２月28日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年12月１日 
至  平成24年２月29日) 

当第１四半期連結累計期間

    １株当たり四半期純利益金額 ３円66銭 ２円18銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(百万円) 101 60 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 101 60 

    普通株式の期中平均株式数(株) 27,599,928 27,595,477 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年4月13日

北興化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
北興化学工業株式会社の平成23年12月１日から平成24年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間(平成23年12月１日から平成24年２月29日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年12月１日か
ら平成24年２月29日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して

実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限
定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北興化学工業株式会社及び連結子会社
の平成24年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上 

 
  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人 日本橋事務所 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  木下 雅彦  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡邉 均   印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年４月13日 

【会社名】 北興化学工業株式会社 

【英訳名】 HOKKO CHEMICAL INDUSTRY CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 中島 喜勝 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本石町四丁目４番20号 

【縦覧に供する場所】 北興化学工業株式会社名古屋支店 

（名古屋市東区東桜一丁目10番37号） 

 北興化学工業株式会社大阪支店 

（大阪市中央区本町三丁目４番10号） 

 北興化学工業株式会社岡山支店 

（岡山市北区磨屋町９番18号） 

 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社代表取締役社長 中島喜勝は、当社の第63期第１四半期(自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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